２０１０．１１．９
Ｎo.７７４号

2010賃金確定闘争第3回県労連幹事団交渉
忌引休暇の引下げを撤回！不誠実にも3％カット終了は明言せず！
二重カット阻止！持ち家手当維持！臨任職員の「初号制限」撤廃・雇用空白期間をなくせ！ 

　県労連は1１月8日、第3回幹事団交渉を行いました。「忌引休暇」引き下げ提案の撤回等の部分的な前進はありましたが、前回交渉で県労連が求めた「3％カットの終結」の確認という交渉の前提条件については、今回も当局は明言せず、不誠実な対応に終始しました。

幹事団の主張

○「財政の厳しさ」について

・瞬間的な危機での協力はあるが、当局が言っているのは、「構造的な財政問題があるから民間水準の賃金は出さない」ということだ。人勧体制下で民間準拠を否定されたら交渉にならない。

・「財政が厳しい」というが、県内大手企業では収益を上方修正している。どのように考えるか。
・昨年の1月のリーマンショックなど、瞬間的な危機もあるが、現在大きな問題があるとは思えない。「構造的な赤字に協力してくれ」というのでは、話にならない。

・予算調整課の資料でも、9月段階で増収が見込まれるとなっている。
○臨任・非常勤・再任用課題

・当局は、臨任職員の雇用根拠を地公法22条としているが、22条のいう「緊急の必要」「臨時の職」「名簿搭載がない」のどれに該当するか。

・正規と同等の仕事をしている現状の臨任の実態とは乖離している。そもそも地公法に想定されていない職ではないのか。法の不備を臨任職員にかぶせるのはおかしい。

・現行も療休制度はある。制度の新設ではない。制約とは何か。

・学校現場では定数内臨任だ。労働条件は一緒でなければおかしい。

○住居手当（持ち家）

・国との均衡というが、国は職員公舎が基本政策。神奈川は昨年全廃を決めた。実態も制度も全く異なる。提案を撤回すべきだ。

○パワハラ対策

・学校職場ではパワハラが問題だ。管理職は教えているつもりでも、言われるほうはストレス。パワハラ指針を作ってほしい。

最後に次のやりとりで、交渉を締めくくりました。

議長：3％カットの終了について、「確定交渉の中で整理すべき」というなら、「終了する」ということか。そのことを交渉最終日まで残されたら、最終交渉には入れない。

部長：苦慮しているとしか言えない。確定交渉では整理したい。

議長：今期の交渉の中で、来年度以降のカット提案もありうるということか。

部長：そうだ。

議長：昨年1月の交渉時のように、今期財政再生団体入りの危険性があるのか。そうでなければ構造的な財政問題を理由としたカットであり、人勧無視だ。人勧完全実施という論理は破綻している。

部長：財政再生団体入り以外の要素もある。現段階では明言できない。

議長：今日の段階で3％カットの終了を明言しないのは大変不満である。最終交渉前までにはっきり回答すべきだ。
部長：最終交渉前には明らかにしたい。
労務統括官回答
（11月8日第3回幹事団交渉／ゴシック体が新たな回答）
	項　目
	回答・逆提案内容

	基本賃金
	・人事委員会勧告を尊重し、月例給を496円（0.12％）引き下げる。

・人事院が示した給料表を基本に改定（40歳台以上が分布する号給を引下げ）。

・現給保障者は現給保障額から0.17％引き下げる。

・教育職については全人連モデルを参考に行政職（１）表との均衡を図る。

	所要の調整
	・年間給与の均衡を図るため所要の調整を行なう。

・調整率は0.14％とし、12月の一時金で調整する。

	期末・勤勉手当
	・勧告どおり、0.2月引き下げる。

・本年12月の期末・勤勉手当は、期末手当：1.5月→1.35月、勤勉手当：0.7月→0.65月。

・来年度以降は、6月期（期末手当：1.225月、勤勉手当：0.675月）、12月期（期末手当：1.375月、勤勉手当：0.675月）。

	勤勉手当成績率
	・本年12月は間差0.065を維持し、「良好」0.685→0.635、「優秀」0.75→0.700、「特に優秀」0.815→0.765とする。

・来年度以降は間差0.065を維持し、「良好」0.685→0.66、「優秀」0.75→0.725、「特に優秀」0.815→0.79とする。

・分布率に変更はない。

	地域手当
	・現行どおり10％とする。

	住居手当（持ち家）
	・人事委員会の報告にもあり、速やかに廃止したい。

・今年は較差が少ないため、1年間検討し、平成24年3月をもって廃止したい。

・持ち家手当の果たしてきた役割は承知しているが、人事委員会の報告で触れられた以上、受け止めざるを得ない。

・果たして来た役割を踏まえながら、廃止を前提に、廃止によって生じる較差について議論したい。

	時間外勤務手当
	・60時間以上の時間外勤務（割増率50％）対象に日曜日等も含めることとし、代替休の対象としたい。

	
	・時間年休について、累積で8時間取得で1日消化とする。（現在は、1日＋15分の消化となる）

	福利厚生
	・財政状況が厳しい中で福利厚生も聖域ではない。より効率的な見直しが求められている。

・大平荘は老朽化が著しく、利用者の多くが退職者だ。平成23年度を持って廃止したい。

・結婚・出産等の慶弔費（県費分）は今年度で廃止したい。

・生花等葬儀への対応は雇用主の社会的儀礼として継続する。

・これまでの施設中心から、健康、育児等を中心に、福利厚生事業を組み替えたい。しかるべき場で話し合って行きたい。

	労働時間短縮
	・平成20年からは、ノー残業デーに当時の副部長が声かけを行ったり、21年からは管理職を対象に「タイムマネジメント研修」を実施している。

・必要なところには、必要な人員は配置する。

	メンタルヘルス不全
	・職場リハビリテーションのアンケート調査を行い、検証の上で事例集を作成したい。

・国では、「試し勤務」が検討されているが、動向を見極め、しかるべき場で議論したい。

	
	・メンタルヘルス不全対策の重要性は十分認識している。何ができるか考えていきたい。

	年休
	・労働基準法の改正にあわせて、年休の繰越をこれまでの日単位から時間単位に変更したい。

	休暇
	・昨年不祥事があった配偶者の叔父・叔母の忌引休暇を廃止したい。

・配偶者の忌引休暇を現行10日を7日に引き下げたい。

	
	・職場からの声を踏まえ、忌引休暇は現行どおりとしたい。

	次世代育成
	・行動計画を今年4月に改定し、育児休業復職者支援研修を実施した。

・「子育てハンドブック」を作成したい。

	
	・イントラにのせるだけでなく、該当者には所属長からハンドブックを手渡すようにする。

	非常勤等職員課題
	・常勤職員との均衡もあり、非常勤職員報酬の一部を常勤の給与改定にあわせて引下げる。

・加給については、平成23年度から常勤職員同様に引き下げ。

・国では育児休業法の改正を申し出ている。また、介護休暇を措置することとしている。現時点では明確でない部分もあり、しかるべき場で話し合っていきたい。

・臨任・非常勤、再任用職員の療養休暇の有給化の要求だが、雇用に定めがあり、勤務時間も短い形態もあり、難しい。

	人事制度改革
	・人材育成マスタープランに伴う施策を行ってきた。人材育成は一人一人が自らの課題として受け止めることが大切である。適時の情報提供と話し合いを行っていきたい。

	
	・12月下旬から追加研修を行う。当初募集時に研修を受けられなかった者を優先したい。

・来年度は受講ニーズを把握した上で研修計画を立て、適切な研修の設定を行いたい。

	人事評価システム
	・今後点検・検証を行い、見直しを要するところがあれば話し合って行きたい。


自治労団体生命・
自動車共済還元金
11月30日に
振り込みます！
※労金口座をお持ちでない加入者は、至急、組合事務所までご連絡ください。










